政策ニュースレター第62号－現時点での骨子（案）が示される

中医協第160回総会の開催報告
　中央社会保険医療協議会（中医協）の第160回総会が1月15日、都内ホテルで開かれ、連合からは中島圭子総合政策局長が参加した。前回議論の修文内容が提案され、骨子の策定にむけた議論が行われた。

　冒頭、「平成22年度診療報酬改定」について、長妻厚生労働大臣からの諮問を受けた。この諮問書をふまえ、事務局は、「平成22年度診療報酬改定に係る検討状況（現時点の骨子）（案）」を提示。①救命救急センターの救急外来を受診する軽症患者についての具体的な考え方、②キャンサーボード及びがん登録の評価、③ＤＰＣにおける病棟薬剤師配置の評価、について新たな考え方が示された。

【修文を踏まえた主な意見】

　Ｐ9病院勤務医の負担軽減について、「健全な雇用を繁栄させるためには勤務医へのインセンティブが必要‘処遇改善’を補記してほしい。」（2号側嘉山委員）。Ｐ10軽症患者に関する一定の条件について、「そもそも患者は軽症か重症か分からないから病院へ行く。提案内容を読み替えれば、‘お金のある人は軽症でも救急外来で受診してもらえる’となる。手法が安易すぎる。」（勝村委員）。Ｐ15再診料、外来管理加算について、「病院における再診料は収入の8％を占めており、収入源の基礎。2号側としては、引き下げで統一ではなく、病院を診療所レベル（71点）に引き上げることが前提。」（2号側安達委員）。外来管理加算5分要件については、「5分ルールを撤廃し、無診投薬以外であれば現行のまま評価すればいい。再診患者が病院に流れず勤務医の負担軽減にもつながる。」（2号側安達委員）。「5分ルール撤廃とこれに替わる代替ルールを検討すべき。」（1号側）。Ｐ15明細書の発行について、「2年前の公聴会やエイズ患者による厚生労働大臣への要請等々、この間重ねて‘患者全員への無料発行’を要請してきた。民主党の政策にも掲げられているにもかかわらず、‘検討する’ことすら明記されていないのは一体どういうことか。」（勝村委員）。

　なお、「ＤＰＣにおける診療報酬」に関わり、今次は病棟薬剤師の評価を検討することとし、チーム医療については引き続き検討していくこととなった。

【地域の特性を考慮した診療報酬点数について】

　2号側委員より、「完全なデータ収集は困難。これではいつまでたっても実行できない。地域医療を守るためには、実態とかけ離れていても、不公平があることも承知で次の具体的な一歩を踏み出したい。」とトライアルの導入を強く求めた。1号側は公平の観点での理論づけができなければ理解は得られない、と反論。しかし同時に、「次期改定につなげるのであれば、社会的実験としてモデル事業という方法はあるのではないか。」（1号側伊藤委員）、「地域医療は重要。困っている地域に対して先が見える形でエールを送ることは考えてよい。」（中島委員）、といった意見も挙げられ、引き続き検討していくこととなった。なお、離島振興法にもとづき、一定の要件を満たす離島（奄美、小笠原、沖縄）保険医療機関について、「復帰等の経過手続きの中で、入院基本料の減算特例が未適用となっている地域について今回是正されると捉えてよいか。」（中島委員）と指摘。適用されることとなった。

　今後は、修文された骨子をもとにパブリックコメント（1月15日～1月22日）を受け付ける。次回以降は具体的な点数配分の議論が行われる。

